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研究成果の概要（和文）：本研究は、外国籍児童が「多文化共生」の理念を掲げる自治体コミュニティで育つプロセス
を追った研究（藤田ラウンド2009, 2010)から始まった。
「理念」としての多文化共生と多文化が混在している「現実」との乖離、「多文化共生」は決して一枚岩ではない。ど
の立場から何を語るかにより異なる「多文化共生」が存在し、一つの静的な現象、事実、理論、システムとして捉える
こと自体が難しい。現在の日本社会においても多文化に関わる「個人」と「社会」の変動は互いに影響を与え、多文化
共生は常に流動的（fluid）である。2014年9月のシンポジウム(http://www.multilingually.jp)報告を参照。

研究成果の概要（英文）：This research project sprang out of Fujita-Round’s previous studies (2009, 
2010), which focus on foreign children’s Japanese as a second language development in a local community 
which embraces ‘multicultural co-existence’. There tends to be a distance between the ‘concept’ of 
multicultural co-existence and the ‘reality’ of multicultural residents; thus this concept of 
‘multicultural co-existence’ cannot have one definition. What the person says about ‘multicultural 
co-existence’ is not always commensurate with the position from which it is said. Within Japanese 
society, we see multicultural co-existence is always fluid and the result of the way the individual and 
society influence each other. (See Symposium Report of September 2014, http://ww.multilingually.jp).
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１．研究開始当初の背景 
(1) 多文化共生の問い直し 
21世紀のグローバル社会は、社会の変動と国
を越えた人の移動をもたらした。1960 年代
からの高度成長期、1970 年代以降の経済発
展期を経て、先進国に仲間入りをした日本は、
経済成長の維持と国内の少子化による労働
力不足の解決策として、1990 年に日系人を
労働者として受け入れるための入管法改正
を行った。これにより、日本も多言語・多文
化を受け入れる「多文化共生」を目指す社会
になると思われた時期もあったが、川村
（2008）が「人口減少時代にあって外国人の
定住化に伴う移民受け入れを不可避としな
がら、よそ者と捉えられがちであるエスニッ
ク・マイノリティへの不信や疑いのまなざし
が正当性をもつという矛盾を抱えている」と
指摘したように、多文化共生という概念と実
際の外国人の定住化とが乖離していること
が否めない現実がある。1990 年から四半世
紀たった今現在でもこの「乖離」は継続して
いる。本研究課題では、①「多文化共生」に
関わる概念、②その概念が反映されている実
践について、マクロとミクロの切り口から問
い直し、③日本社会の中での「多文化共生」
という意味の構築の３つに焦点をあて社会
言語学の視点から整理する。 
 
(2) マクロの要素：多文化が交叉する新宿 
2009 年度の新宿区外国人登録者数では、新
宿区の大久保・百人町地域は 3人に一人が外
国人登録者住民であった。しかし、2011年 3
月 11 日の東日本大震災とその震災による原
子力発電所事故後は、新宿区における外国人
人口に変動が起こりつつある。外国籍人口は
緩やかに減少しただけではなく、国籍別では
常に一番であった韓国または朝鮮国籍の集
団が中国国籍のグループに抜かれようとし
ていた。この新宿区の外国籍人口の変動はま
さに日本全国の外国籍人口の動向において、
2007 年度に「中国」が韓国併合以降、強制
労働を中心とした理由で日本に在住をして
いた韓国・朝鮮の在日オールドカマーが支え
てきたエスニックマイノリティ・グループを
抜いたことと重なる。（下記のグラフの出典： 
新宿区外国人登録者数国籍別(2011 年 3 月 1
日～10月 1日)資料, 新宿区公式統計資料ウ
ェブサイト） 

(3)ミクロの要素：学校教育と日本語学習支援 

本研究代表者は新宿区を 2002 年から調査地
とし、外国籍の子どもの教育について調査を
行っている。(2)でも挙げたように、日本国内
で外国籍人口比率が最も高い新宿区につい
て、「人的移動」をマクロ、また、「日本語教
育・日本語学習支援」をミクロと位置付け、
この両面から新宿区の言語教育を社会言語
学から考察し、外国籍住民の子どもの教育の
課題を明らかにした(2008, 2010, 2011)。中で
も、藤田ラウンド（2008）の論文では、新宿
区における、①日本語の初期指導、②日本語
学級・日本語教室、③放課後日本語学習支援
の実態について教育委員会を始め、現場の教
員、NPO 団体の支援者、ボランティア教師
たちへの直接のインタビューをもとに第二
言語としての日本語と学校外での日本語初
期指導や放課後支援について報告し、新宿区
に転入する外国籍の子どもに関わる言語環
境について論じた。この調査は 2002 年から
2008 年までの調査を主にまとめたものであ
ることから、本研究では、新宿区の日本語教
育場面からさらに「多文化共生」へと研究課
題を拡げ、(2)で挙げた社会変動を確認しなが
ら、2010 年代以後の新たな多文化共生につ
ながる教育課題を探ることを目指した。 
 
(4) 子どもの言語アイデンティティ 
新宿区に住まう外国籍住民は 21 世紀では常
に 120前後の国籍数を数えるほど、多文化が
混在している。外国籍の子どもに関していえ
ば、義務教育にある子どもに対して、日本語
は第二言語、もしくは外国語という位置づけ
になる場合が多く、子ども自身の母語は例え
ば120の国籍の子どもがいればそれ以上の言
語の子どもたちがいることになる。こうした
多様な子どもの母語と母文化を尊重しなが
ら、日本社会の中でどのように社会言語の日
本語、また日本の社会や学校の特有の文化と
折り合いをつけるのか。日本語習得上の「言
語化」だけではなく、第二言語としての日本
語を学ぶ上での、多言語・多文化の接触によ
る受容、つまり、言語とアイデンティティの
変化が起きるのではないだろうか。箕浦
(2003)は、子どもの異文化体験に関わる要素
について、現地に同化するプロセスと滞在年
数とを結びつけ、その中でも異文化体験が子
ども自身のアイデンティティにも関わって
くることを示唆している。また、二言語を使
うバイリンガル児童の場合、自分を取り巻く
地域社会の中で自分の話す母語と第二言語
がどのように評価されるのか、周りの人の言
語に対する態度が言語を学ぶ動機に関わる
と指摘されている（Baker 1992）。本研究
では、児童期にある子どもが日本語を第二言
語として学ぶと同時に、日本語という新たな
言語の、社会的なアイデンティティをも身に
纏うことになると仮定した。 
 
(5)バイリンガル児の言語教育と言語環境 
しかし、目に見えないこのような異文化体験



や第二言語習得上の言語化、或いは、社会化、
また、個人の言語習得に関わるアイデンティ
ティは、言語を身につける当事者である子ど
にだけではなく、親や教員、学校関係者にも
意識化されず、また、理解されにくいもので
ある。子どもの周りの親と学校教育の現場、
つまり大人の視点に立つと、ホスト社会の学
校に早く適応する、つまり同化することが子
どもの利点となると思いこむ傾向があるた
め（藤田ラウンド 2008）、第二言語の日本語
を身につけ、使えるようになること自体は理
解されるが、一方で第二言語を身につける子
どもに対して、日本語を学び、教育を受ける
ことが結果としてどのような意味をもたら
すのか、可視化できない言語アイデンティテ
ィの役割については、当事者の子どもを含め
その周りの人たちにも意識化されにくい。当
事者自身さえ、見通せない社会言語の言語化
や社会化は、来日時、出身国、家族の経済状
況などの子ども個人に関わる属性や子ども
自身の資質にも関わることから、外（親や学
校）から「評価」することは難しい。従って、
学校教育のように、子どもに関する外からの
評価が必要な場合は、子どもたちの「言語能
力」の部分に大人の関心が向けられるのだろ
う。例えば、日本国内の外国をルーツに持つ
子どもたちをめぐる日本語教育について、
「年少者日本語教育」や「バイリンガル教育」
として、カナダのイマージョン教育モデルや
オーストラリアの ESL（第二言語としての英
語）教育（川上 2011；中島他 2011）など
の海外のモデルを参考にした、言語教育の評
価や基準のための先行研究がある。これは、
日本の学校教育現場の側にとって、有効な参
考となる物差しとなる可能性を持つ一方で、
「日本語教育」という文脈における言語習得
と子ども「個人」の複数言語話者を考える場
合、他の国のモデルであるという文脈を十分
に理解の上で、現場に照らして改良を加えな
い限り、包括的に第二言語（または外国語）
となる日本語を包括的に測ることは難しい
ままだろう。複数言語話者に関しては、個人
の可変的要素が大きいため、一つのモデルや
基準が絶対的となりにくいのが実情である
（Baker, 2003）。本研究では、新宿区（地域
コミュニティ）を背景とし、第二言語として
の日本語を身につける子ども（個人の言語ア
イデンティティ）の言語の習得とアイデンテ
ィティを基盤としながら、「多文化共生」の
内実を考える。具体的には、新宿区との比較
の視座として、①「千代田区」の「スペイン
語母語維持教室」、②「沖縄県宮古島市」の
「消滅危機言語と捉えられている宮古語」、
のフィールド調査を行い、子どもの言語アイ
デンティティ、言語に関する意識を質的に調
査し、多文化共生を問い直すことにした。 
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２．研究の目的 
(1) 「多文化共生」の概念を読み解くために
先行研究に当たる。多文化共生という「こと
ば」は自治体や国レベルで多文化共生の実践
を指すことも多く、さまざまな拡がりを持つ
概念である。そのために、「多文化」と「共
生」に分け、既存の先行研究を洗い出す。 
 
(2)多文化・多言語が拡がる新宿区での「多文
化共生」の現状を、マクロ(人口動態と言語景
観)とミクロ（JSL 児童の言語習得と言語景
観）から調査を行う。 
 
(3)(2)と比較検討をするため、千代田区のスペ
イン語母語維持教室と沖縄県宮古島市の消
滅危機言語とされる宮古語の現存する学校
において言語アイデンティティに関わる調
査を行う。 
 
(4) 近代社会における、共時的な、言語に関
わる問題意識として、言語アイデンティティ
と多文化共生の問題を(2)と(3)を組み合わせ
て考察する。 
 
３．研究の方法 
(1)2 の(1)は多文化共生に関わる先行研究の
文献調査を行う。筆者の研究の基盤となって
いる大学図書館（立教大学・国際基督教大学）、



国立国語研究所、CiNii データベースにて、
日本国内の学術論文や学術書を中心に、①多
文化共生、②多文化、③共生をキーワードに
し、文献解題を行う。 
 
(2)２の(2)と(3)は共に質的研究のフィールド
ワーク調査を行った。新宿区全般、千代田区
内カトリック教会内のスペイン語母語維持
教室（研究協力者の Perez=Murilloのプロジ
ェクト）、沖縄県宮古島市立 H 小学校・中学
校での特別授業（2012 年度共同研究者の善
元幸夫との協働プロジェクト）、また、宮古
島市立 H 小中学校での授業記録と子どもた
ちへのアンケート調査を行った。これらは、
社会言語学・応用言語学の学問領域で発展を
している、言語のエスノグラフィー
(Linguistic Ethnography)の手法をとってい
る。２の(3)においては、特にフィールドワー
ク調査の参与観察だけではなく、アクショ
ン・リサーチとして、「教育」の支援という
形で教育のコミット(アクション)を現場で行
う形をとった。 
 
４．研究成果 
(1)理念としての「多文化共生」は、一枚岩
ではなく、多文化を背景として持つ様々な
「個人」の立場、その人を支えている「現場」、
また、それぞれの「学問領域」よって独自の
文脈の中での解釈がなされていることがわ
かった。従って、一つの静的な現象や事実を
理論やシステムとして捉えることは難しい。
また、2014 年現在、「多文化」という定義そ
のものも揺らいでいる。1990 年の入国管理法
改正に始まる「日系人」であるブラジルとペ
ルーを中心とする、1990 年当時のニューカマ
ーである「日系人」の出身国の国籍人口の急
増からすでに 20 年が過ぎた。それ以前の「移
民」という区分上のオールドカマーと比較の
上で、ニューカマーと位置付けられたわけだ
が、その歴史を前提とした時間区分、つまり
オールドカマーとニューカマー間の「境界」
に対する 21 世紀の社会の「時間、もしくは
歴史」に対する捉え方が明確ではなくなって
いることも示唆された。ニューカマーが日本
に新たな「多文化」を加えたこの 20 年間の
間に、日本社会では経済界のバブル崩壊、世
界に共通する 2008 年のリーマンショックと
いう経済活動の急激な変化、さらに 2011 年
に日本でおきた東日本大震災以降の大規模
な社会的変化があった。移動をする人たちが
引きつけられる「経済」そのものの変動によ
り、確実に「外国籍住民」のコミュニティの
中でも変化が生じている。「多文化」を取り
巻く人や家族、コミュニティといった「個人」
単位のミクロレベルでも、このような変動に
左右され、マクロとミクロの密接な関係が文
脈を作りだしており、この文脈は常に動的で
あることが 21 世紀に入った日本の社会の中
でも見てとれた。それゆえに、「多文化」に
関わる個人やコミュニティに関わる各々の

解釈にも、様々なレベルの変化が常に影響を
していることから、どの｢時間的区分」での
「多文化」を語るかにより「時間的」再解釈
さえ加わってくる。 
本研究のテーマである多文化共生を、「多文
化」と「共生」と区別して捉えたとき、この
二つの概念のどちらが強調されるのかによ
っても、「多文化共生」の軸は自ずから異な
ることがわかった。「多文化」の側面が強調
さ れ る 場 合 は 、 多 文 化 主 義
(multiculturalism)とも考えられる「文化」
が複数、同等に並列したそのバランスや公正
さ (equity)が問われ、「共生」が強調される
場合は、生物学の共生（symbiosis）や「共
に生きる」という行動 (living together)、
ま た 「 共 に 愉 し む 」 と い う 行 為 
（conviviality）など、「共生」の主体の行
動や行為が範疇に入る。さらに、「多文化共
生」の主体を描写するのではなく、客体とし
て外側から眺めるのならば、一つの「多文化
共生（co-existence）」という概念化された
状況(conceptualization)となり、視点のポ
ジションによってもさまざまな見方が可能
となる。 
現在の「多文化共生」の概念を、2014 年 9月
に行った「多文化共生を再考するーーー学際
的な視点から」のシンポジウムで 4名の先生
方の視点で見ていただき、その講演録を国際
基督教大学教育研究所のモノグラフとして
まとめている。シンポジウムの講演は、科研
研究の報告用のプラットフォームであるウ
ェブサイト上の YouTube においても閲覧、参
照できるようにした。(Live Multilingually 
http://www.multilingually.jp). 
(2)新宿区に関しては、雑誌論文②、学会発
表②、⑥、⑦、⑧、⑨があり、加えて、新宿
区多文化共生課が主催する「新宿区街づくり
会議」の学識経験者として 2012 年 9月-2014
年 8月まで参加をし、会議の中で学齢期の子
ども部会に属した(http://www.city. 
shinjuku.lg.jp/content/000120115.pdf) 。
この会議録をまとめ、分析する研究はこれか
ら行う予定である。藤田ラウンド(2010、
2011)の成果を会議の中で提供し、2014 年 8
月に行った区長への答申の中に、「外国につ
ながる子どもたちの母語と母文化の尊重」と
いう項目を出すことがこの科研の成果とし
て も 挙 げ ら れ る だ ろ う
(http://www.city.shinjuku.lg.jp/content
/000159426.pdf)。 
(3)の千代田区における調査に関しては、
Perez=Murilloとの学会発表を2014年6月に、
そして 2015 年 6 月（香港大学、中国・コイ
ンブラ大学、ポルトガル）、9月（バーミング
大学）に行い、2016 年 3月に 2本の論文、ま
た Perez=Murillo が本の 1章を執筆が決定し
ている。宮古島調査においては、雑誌論文①、
学会発表③、④、また、2015 年 7 月 NGO, 
Linguapax International への報告のデジタ
ルサイトで 1本掲載予定であり、2016 年に論



文を 1本投稿予定である。 
(4)に関しては、2014 年 9 月に 2 日間に亘り
シンポジウムを行い、その成果を図書①とし
てまとめている。 
本科研研究のテーマは、引き続き 2015-2017
年度の「日本のマルティリンガリズムの総合
的研究：多文化共生につながる教育を求め
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